
株主・投資家のみなさまへ  

第92期　中間報告書 
平成21年4月1日から平成21年9月30日まで 

証券コード：8075
〒541-8557 大阪市中央区北浜2丁目6番18号

電話（0120）580－217

http://www.shinsho.co.jp

株 主 メ モ
事 業 年 度

期末配当金受領
株 主 確 定 日

中間配当金受領
株 主 確 定 日

定 時 株 主 総 会

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

同 連 絡 先
（お問合わせ先）

上場証券取引所

公 告 方 法

毎年4月1日から翌年3月31日まで

3月31日

9月30日

毎年6月

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂7丁目10番11号
TEL 0120-232-711（通話料無料）

東京・大阪の各証券取引所

電子公告により行う
公告掲載URL http://www.shinsho.co.jp
（ただし、電子公告によることができない事故、その他の
やむを得ない事由が生じた時には、日本経済新聞に掲載
いたします。）

【お知らせ】
株券電子化によるご注意
（1）株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきまして

は、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなって
おります。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人
（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

（2）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀
行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ
信託銀行）にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次
ぎいたします。

神鋼商事ホームページ
http://www.shinsho.co.jp
最新の当社IR情報等をご覧いただけます。
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企業理念

私たちは誠実をモットーに、新しい価値の創造を通じて、

豊かな社会づくりと、みんなの幸せをめざします。

株主のみなさまには、ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。

平素は格別のご支援とご高配を賜り有難く厚くお礼申しあげます。

さて、第92期中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）の概況についてご報告申しあげます。

当中間期におけるわが国経済は、一部に景気回復の兆しが伝えられ、輸出・生産に持直しの動きがみられるものの、

企業収益や雇用・所得環境の悪化等から設備投資・個人消費は低迷し、依然として厳しい状況のまま推移しました。

このような環境におきまして、当社グループは、ヨーロッパにおいて、本年4月に現地法人「神商ヨーロッパ」（ドイ

ツ・デュッセルドルフ）が営業を開始し、また、中国の華南地域の営業拡大を目的とした「神鋼商貿（上海）有限公司」

の広州分公司設立やインド市場へのビジネスチャンス掌握のためにニューデリー駐在員事務所の設立を相次いで決定す

るなど、神戸製鋼グループの中核となるグローバル商社をめざすとともに、

海外ビジネスの拡大に向け拠点の拡充を図ってまいりました。

当中間期の業績につきましては、厳しい経営環境を反映して、売上高は

335,494百万円（前年同期比40.9%減）、営業利益は2,359百万円（前年同期比

54.2%減）、経常利益は1,745百万円（前年同期比64.4%減）、中間純利益は872

百万円（前年同期比70.2%減）となりました。

当期の中間配当金につきましては、業績が前年同期に比べて悪化したこと

に加え、引続き厳しい経営環境が予想されますことから、見送りとさせてい

ただきますが、平成22年3月期末につきましては、通期業績の達成に努め、配

当金を4円とさせていただく予定であります。

株主のみなさまには、何とぞ諸事情ご賢察のうえ、ご理解賜りますようお

願い申しあげます。

平成21年12月

代表取締役社長

森脇 亞人

6,882

4,909

9,397

4,606

1,745

8,488

4,164

（単位：百万円） 

経常利益 

第92期 
（中間） 

中間期 通期 

第91期 第90期 第89期 

3,000

6,000

9,000

0
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2,924

4,720

2,423

872

3,636

2,061

（単位：百万円） 

当期純利益 

中間期 通期 

第92期 
（中間） 

第91期 第90期 第89期 
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3,000

4,500

0

（単位：百万円） 

売上高 

第92期 
（中間） 

300,000
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第89期 
0

中間期 通期 
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連結部門別概況

線材製品は自動車向け需要が減少し、鋼板製品も

造船業界、建設機械業界向けなどの需要減少や市況

下落により取扱いが減少しました。また、チタン・

ステンレス製品も需要の減退・在庫調整により取扱

いが減少しました。

これらにより、鉄鋼セグメントの売上高は

101,380百万円（前年同期比39.0％減）となり、

営業利益は581百万円（前年同期比76.1％減）と

なりました。

株式会社神戸製鋼所向け輸入鉄鋼原料の取扱いは

粗鋼減産の影響に加え、価格下落により大幅に減少

しました。冷鉄源も中国向け銑鉄の取扱いが増加し

たものの、電炉メーカーの大幅減産による需要減少、

価格下落により全体の取扱いは大きく減少しまし

た。また、スラグ、コークスブリーズについても粗

鋼減産などにより取扱いは減少しました。

これらにより、鉄鋼原料セグメントの売上高は

128,251百万円（前年同期比38.6％減）となりましたが、販売管理費の圧縮等により営業利益

は1,000百万円（前年同期比18.1％増）となりました。

208,971

第92期 
中間期 

第91期 
中間期 

（単位：百万円） 
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鉄鋼セグメント

鉄鋼原料セグメント

銅製品は半導体素材、自動車向け端子コネクター

用の銅板条や空調向けの銅管の取扱いが減少し、ア

ルミ製品も印刷版、空調向けアルミ板条、自動車、

車両向け押出材の取扱いが減少しました。また、非

鉄原料も銅屑・アルミ屑の取扱いが減少しました。

これらにより、非鉄金属セグメントの売上高は

59,312百万円（前年同期比48.0％減）となり、

営業利益は182百万円（前年同期比70.4％減）と

なりました。

（単位：百万円） 
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非鉄金属セグメント
セグメント

連結 部門別売上高の構成 連結（単位：百万円）

第92期中間期第91期中間期

鉄 鋼

鉄 鋼 原 料

非 鉄 金 属

機 械 ・ 情 報

溶 材

そ の 他

（消去または全社）

合 計

101,380

128,251

59,312

25,889

20,402

262

△ 4

335,494

166,309

208,971

114,141

49,018

28,736

345

△ 9

567,513

●鉄鋼
●鉄鋼原料
●非鉄金属
●機械・情報
●溶材

30.2％ 

17.7％ 

38.2％ 

7.7％ 

6.1％ 

機械製品は設備投資の低迷により大型機器やプ

ラント向け設備機械を中心に取扱いが大幅に減少

しました。また、情報産業関連商品は電子・デジ

タル家電業界の減産や設備投資抑制の影響を受け、

液晶用電子材料やハードディスク関連装置の取扱

いが大幅に減少しました。

これらにより、機械・情報セグメントの売上高

は25,889百万円（前年同期比47.2％減）とな

り、営業利益は182百万円（前年同期比67.3％

減）となりました。

49,018
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（単位：百万円） 
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機械・情報セグメント

溶接材料は主要需要家である造船、化工機業界向

けの取扱いは比較的堅調に推移しましたが、建設機

械、自動車、建築・鉄骨業界向けおよび海外プラン

ト向け需要が減少したことにより取扱いが減少しま

した。また、生産材料も溶接材料の減産により取扱

いが減少しました。

これらにより、溶材セグメントの売上高は

20,402百万円（前年同期比29.0％減）となり、

営業利益は364百万円（前年同期比43.3％減）と

なりました。

28,736
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（単位：百万円） 
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溶材セグメント

自動車向け等の線材製品 スクリュ式小型蒸気発電機『スチームスター』

溶接材料（フラックス・コアード・ワイヤー）

MORANBAH NORTH炭鉱

神商非鉄株式会社 大阪アルミコイルセンター
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連 結 決 算

中間貸借対照表（要旨） （百万円未満切捨て）

（単位：百万円）

中間損益計算書（要旨） （百万円未満切捨て）

科目

流 動 資 産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

その他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

資 産 合 計

負 債 合 計

189,802

10,851

130,828

25,955

22,163

27,071

5,741

597

20,732

216,873

196,391

第92期中間期
平成21年9月30日現在

第91期
平成21年3月31日現在

資　　産　　の　　部

162,368

17,878

115,430

17,906

11,150

26,685

5,575

506

20,603

189,053

株 主 資 本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

評価・換算差額等

少数株主持分

負債及び純資産合計

純 資 産 合 計

21,759

5,650

2,703

13,421

△15

△2,955

1,677

216,873

20,481

純　資　産　の　部

22,454

5,650

2,703

14,116

△16

△2,318

1,740

189,053

21,875

流 動 負 債

支払手形及び買掛金

その他

固 定 負 債

178,487

124,003

54,479

17,904

負　　債　　の　　部

148,665

105,287

43,375

18,512

（単位：百万円）

科目

売上高

売上原価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営業外収益

営業外費用

経 常 利 益

特別利益

特別損失

税金等調整前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

少数株主利益

中間純利益

第92期中間期
平成21年4月1日～平成21年9月30日

第91期中間期
平成20年4月1日～平成20年9月30日

335,494

326,449

9,044

6,685

2,359

985

1,599

1,745

133

198

1,680

457

311

38

567,513

554,600

12,913

7,757

5,155

1,628

1,875

4,909

一

61

4,847

1,787

102

33

8722,924

中間キャッシュ・フロー計算書（要旨）（百万円未満切捨て）
（単位：百万円）

科目

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

新規連結による現金及び現金同等物の増加額

現金及び現金同等物の中間期末残高

6,307

△ 295

△ 113

△ 277

5,620

6,238

―

11,858

第92期中間期
平成21年4月1日～平成21年9月30日

第91期中間期
平成20年4月1日～平成20年9月30日

8,235

414

△ 1,633

183

7,200

10,559

117

17,877

167,178

中間株主資本等変動計算書（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで） （百万円未満切捨て）

平成21年3月31日　残高

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当

中間純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計

平成21年9月30日　残高

5,650

5,650

2,703

2,703

13,421

△ 177

872

694

14,116

△ 15

△ 0

△ 0

△ 16

21,759

△ 177

872

△ 0

694

22,454

△ 373

196

196

△ 176

△ 8

39

39

31

△ 2,573

400

400

△ 2,173

△ 2,955

636

636

△ 2,318

1,677

62

62

1,740

20,481

△ 177

872

△ 0

699

1,394

21,875

株主資本

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
少数株主
持 分

純資産
合　計

（単位：百万円）



0807

株式の状況
（平成21年9月30日現在）

●株式の概況

●株式の分布状況

発行可能株式総数

発行済株式総数

株主数

270,000,000株

88,576,318株
（自己株式 29,307株を除く）

5,275名

●大株主（上位10名）

株　　主　　名

株 式 会 社 神 戸 製 鋼 所

神 商 取 引 先 持 株 会

1 三 菱 東 京 U F J 銀 行

1 三 井 住 友 銀 行

日本トラスティ・サービス信託銀行1（信託口）

30,853

4,670

2,183

2,068

1,510

34.83

5.27

2.47

2.34

1.70

持株数
（千株）

出資比率
（％） 株　　主　　名

シンフォニアテクノロジー1
日本マスタートラスト信託銀行1（信託口）
バンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウンツ　
ジ ェ ー ビ ー ア ー ル イ ー シ ー ア イ テ イ ー ア イ シ ー
日本生命保険相互会社
神鋼商事従業員持株会

1,500
1,416

1,362

1,067
925

1.69
1.60

1.54

1.20
1.04

持株数
（千株）

出資比率
（％）

金融商品 
取引業者 

外国法人等 

金融機関 

個人その他 

その他の法人 

●金融機関
●金融商品取引業者
●その他の法人
●外国法人等
●個人その他
合　計

［所有者別］

38
35
373
83

4,746
5,275

名 千株 ％
16,001
1,026
40,885
5,931
24,762
88,605

18.1
1.2
46.1
6.7
27.9
100.0

北海道地方 

東北地方 

関東地方 近畿地方 

中部地方 

中国地方 

四国地方 

九州地方 

外地 

●北海道地方
●東北地方
●関東地方
●中部地方
●近畿地方
●中国地方
●四国地方
●九州地方
●外地
合　計

［地域別］

68
91

1,722
749

1,883
242
161
274
85

5,275

名 千株 ％
227
375

47,731
2,641
29,214
620
481

1,382
5,934
88,605

0.2
0.4
53.9
3.0
33.0
0.7
0.5
1.6
6.7

100.0

1千株未満 

100千株以上 

1千株以上 

50千株以上 

10千株以上 ●100千株以上
● 50千株以上
● 10千株以上
● 1千株以上
● 1千株未満
合　計

［所有株数別］

74
50
554

4,186
411

5,275

名 千株 ％
66,022
3,220
9,940
9,380
43

88,605

74.5
3.6
11.2
10.6
0.1

100.0

（注）1．持株数は、退職給付信託に拠出している株式数を含んでおります。
2．出資比率は自己株式を控除して計算しております。

トピックス

2年半余り過ごした大阪市西区土佐堀の肥後橋シミズビル

から、本年9月24日付けで当社発祥の地である大阪市中央

区北浜の旧本社跡地に竣工された「淀屋橋スクエア」に移転

しました。

淀屋橋スクエアは最新のオフィス設備を備えた地上18階

のビルであり、当社グループは、15階から18階に入居い

たしました。地下鉄淀屋橋駅もしくは北浜駅を下車し、京阪

地下通路直通連絡口から雨に濡れる心配もなく、オフィスか

らの眺望も大変すばらしい快適なオフィス環境となっており

ます。来年の株主総会は、この新本社で開催させていただき

ます。

名　称 淀屋橋スクエア

所在地 〒541-8557 大阪市中央区北浜2丁目6番18号

電話番号 06-6206-7010（代表）

大阪本社ビル移転のお知らせ

当社はこのほどインド・ニューデリー市に駐在員事務所を

開設いたします。詳細は次のとおりです。

1．設立の目的

当社は、中国において本年1月に現地法人「神鋼商貿（上

海）有限公司」の「北京分公司」が営業を開始し、ヨーロッ

パにおいては、本年4月に現地法人「神商ヨーロッパ」（ド

イツ・デュッセルドルフ）が営業を開始するなど、神戸製鋼

グループの中核となるグローバル商社をめざすとともに、海

外ビジネスの拡大に向け拠点の拡充を図ってまいりました。

今般、成長を遂げているインド市場において営業戦略拠点

を構築し、ビジネスチャンスを掌握することは、当社のグロ

ーバルビジネス展開に大きく寄与するものであり、駐在員事

務所の開設が急務であると判断いたしました。

今後は、積極的な市場調査活動により、さらなるビジネス

の拡大を模索してまいります。

2．駐在員事務所の概要

（1）名　称　神鋼商事株式会社　ニューデリー駐在員事務所

Shinsho New Delhi Liaison Office／

Representative Office

（2）所在地　Saket, New Delhi（ニューデリー市内）

（3）設　立　2009年12月

（4）人　員　駐在員1名、現地スタッフ2名

（5）取扱品目　鉄鋼、鉄鋼原料、非鉄金属、機械、情報産業

関連商品、溶材

ニューデリー事務所開設の件
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役　　員（平成21年9月30日現在） 会 社 概 要

代 表 取 締 役 社 長

代 表 取 締 役

代 表 取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監 査 役 （ 常 勤 ）

監 査 役 （ 常 勤 ）

監 査 役

監 査 役

森 脇 亞 人

原 　 三 郎

廣 瀬 範 義

名 波 正 夫

小 村 信 綱

橋 　 伸

永 井 庸 晴

中 村 三 二

永 野 洋 邦

稲 葉 嘉 昭

平 野 重 蔵

［取締役および監査役］

社 長

専 務 執 行 役 員

専 務 執 行 役 員

専 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

※

※

※

※

※

※

※

森 脇 亞 人

原 　 三 郎

廣 瀬 範 義

中 塚 隆 次

名 波 正 夫

小 村 信 綱

橋 　 伸

永 井 庸 晴

松 本 博 明

笹 川 浩 史

佐 藤 育 夫

新 藤 和 敏

小 林 清 文

大 西 健 司

森 田 哲 也

松 尾 久 幸

岡 本 利 一

大 田 修 徳

加 藤 　 宏

［執行役員］

設 立

発行済株式総数

資 本 金

主要取扱品目

昭和21年11月12日

88,605,625株

5,650,281,250円

鉄鋼、鉄鋼原料、非鉄金属、機械、
情報産業関連商品、溶材

事 業 所

海 外 拠 点

大 阪 本 社

東 京 本 社

名古屋支社

神 戸 支 社

九 州 支 社

支 店

出 張 所

大阪市中央区北浜2丁目6番18号

東京都中央区日本橋1丁目2番5号

名古屋市中村区名駅3丁目28番12号

神戸市中央区脇浜町2丁目11番14号

福岡市博多区博多駅中央街1番1号

中国（広島）、静岡、北陸（富山）、
東北（仙台）、札幌

熊本、長府、徳山、加古川、岐阜、群馬

（注）上記※印の各氏は取締役を兼務しております。

●海外事業所 中国、インドネシア、ベトナム、
インド

●子　会　社 米国、ドイツ、オーストラリア、
中国、タイ、シンガポール、韓国、
フィリピン、台湾、マレーシア

●持分法適用会社 米国、中国、韓国、マレーシア


